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去る 9 月 7 日、農林水産省は平成 25 年度農業農村整備対策予算の概算要求を公表した。農業農村整備

対策予算は、「農地」と「水」を最大限に活用した農業の体質強化と農村地域の活性化及び地域活力倍増

に向けた新たな活性化に向け、対前年度比 114.6％、3,783 億円を要求した。 

また、地域の自由裁量により行う基盤整備等の経費に充てる地域自主戦略交付金は、対前年度比 105％、

7,092.55 億円、道、汚水処理施設、港の 3 分野において、省庁の所管を超えて一体的に整備する事業に

対する地域再生基盤強化交付金 502.2 億(対前年度比 90％)が内閣府に計上された。 

主要予算総括表                                （単位：億円） 

注)農山漁村地域整備交付金は、林野庁及び水産庁分を含む農林水産省の全体額 

非公共予算総括表                                  （単位：億円） 

25 年度概算要求額 

事      項 
24 年度 

予算額 計 
特別重点要求 

重点要求 

対前年度比

主な事項 

農地･水保全管理支払交付金 

中山間地域等直接支払交付金 

農村地域力発揮総合対策交付金 

農業体質強化基盤整備促進事業 

農山漁村再生可能エネルギー導入事業 

特殊自然災害対策施設緊急整備事業 

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 

耕作放棄地再生利用緊急対策交付金 

農家負担金軽減支援対策事業 

２５０ 

２５９ 

－ 

２２０ 

７ 

－ 

４１ 

２ 

８０ 

２８９ 

２７６ 

１４４ 

２２０ 

５３ 

６ 

３０ 

２ 

６７ 

 

－ 

－ 

１４４ 

－ 

５３ 

６ 

－ 

－ 

－ 

 

１１６.９

１０６.４

皆増

１００.０

７６５.８

皆増

７３.６

８９.８

８４.１

合    計 ９６０ １,１５３ ２０３ １２０.１

新たな事業として｢農村地域力発揮総合対策交付金｣、｢農業水利施設保全合理化事業｣、｢6 次産業化等

促進基盤整備事業｣の 3 事業が創設され、農山漁村再生可能エネルギー導入事業のうち、｢小水力等再生

可能エネルギー導入推進事業｣や｢中山間地域等直接支払交付金｣の事業制度等が拡充された。 

25 年度概算要求額 

事      項 
24 年度 

予算額 計 
特別重点要求 

重点要求 

対前年度比

公共事業 

農林水産基盤整備事業 

農業農村整備事業 

農山漁村地域整備交付金 

海岸事業 

災害復旧事業等 

非公共事業 

２,３３９ 

２,２２６ 

２,１２９ 

９６ 

３２ 

８２ 

９６０ 

２,６３０ 

２,５１５ 

２,４２８ 

８７ 

３３ 

８２ 

１,１５３ 

５１４ 

５１０ 

５１０ 

－ 

５ 

－ 

２０３ 

１１２.４ 

１１３.０ 

１１４.０ 

９０.０ 

１０４.２ 

１００.０ 

１２０.１ 

農村振興局予算総額 ３,３００ ３,７８３ ７１７ １１４.６ 

平成２５年度 農業農村整備対策予算概算要求の概要 
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【農村地域力発揮総合対策交付金】                   【１４,４１０ 百万円】 

 成熟社会の到来を迎え、我が国の豊かな｢食文化｣や｢ふるさと｣に対する関心が高まるとともに、都市

住民の農山漁村への回帰の動きが顕在化している。このような中、農業集落が中心となり、ＮＰＯ、市

町村等と連携した組織に対し、関係省庁との連携のもと、｢食｣を健康、教育、観光等に活用する地域の

手づくり活動と暮らしの再生活動等を支援し、地域が持つ潜在的な地域力の発揮を通じて地域コミュニ

ティの再生と地域活性化を図る。 

〇 農村地域力発揮集落連携推進対策 

中山間地域や平場農業地域を中心に、女性が中心となった食品開発など 6 次産業化につながる｢食｣

を活かした手づくり活動や豪雪・鳥獣被害の防止など暮らしの再生活動を支援 

補助率：定額(1 地区当たり上限 1,000 万円)   事業実施主体：地域協議会等 

〇 ｢農｣を活用したまちづくり推進対策 

都市及び近接地域を中心に、農業者等が都市住民や多様な主体と連携しながら取り組む体験農園等

の整備や防災農地の保全など、｢農｣を活用した町づくり活動を支援  

補助率：定額(1 地区当たり上限 500 万円)   事業実施主体：地域協議会等 

〇 農村地域力発揮ネットワーク推進対策 

｢食｣の持つ健康、教育、観光等の機能の発揮に向け、地域を越えた人と情報の連携ネットワークを 

農地の有効利用 

・農業者の減少・高齢化が進行する中で、不整形・
狭小な水田等の未整備農地は中心経営体からも
敬遠され、耕作放棄が進行 

 

・農地を最大限有効利用するため、地域の実情に応
じたきめ細かな基盤整備が必要 

農業水利施設の整備・保全 

・基幹水利施設のストックは 18 兆円。老朽化が進
行する中で、更新整備を戦略的に進める必要 

 

・施設の維持管理や配水操作に係る負担は、中心経
営体が規模拡大を図る上での重荷 

農村地域の安全・安心の確保 

・集中豪雨の発生頻度が 10 年前に比べて２倍、被
害金額が 2.6 倍になるなど、自然災害が頻発・激
甚化 

 
・東日本大震災を契機として、大規模地震に対する

防災意識の高まり 

地域資源を活かした農村活力の向上 

・中心経営体への農地集積による農業構造の急激な
変化に対応するため、農村の協働力を最大限活用
する必要 

 

・農村地域に賦存する再生可能エネルギーを有効利
用する必要 

◎農業農村整備事業２,４２８(２,１２９)億円、関連施策３１６(２８２)億円のほか
復興特会分４４１(２８０)億円を要求 

農業の体質強化に向けた基盤整備の推進 

○「人・農地プラン」と連携しつつ、水田の大区画化・汎用化や畑地かんがい等の基
盤整備を推進し、中心経営体への農地集積や若者・女性等の雇用の確保、農業の６
次産業化を促進 

【戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業 ３３０(３２６)億円＋復興特会６(６)億円】
                    【６次産業化等促進基盤整備事業 １７５億円(皆増)】
            【国営農地再編整備事業 １２４(８６)億円＋復興特会２９(２７)億円】
 
○自力施工による暗渠排水、畦畔除去等の農地整備や老朽施設の更新等をきめ細かく実施
                   【農業体質強化基盤整備促進事業 ２２０(２２０)億円】

農業水利施設の戦略的な更新整備の推進 

○基幹水利施設の長寿命化対策を推進するとともに、管理コストの低減を図るため、
施設の統廃合や省エネ化を推進。中心経営体の水利用・水管理の効率化・省力化を
図るため、水路の再編・パイプライン化等を推進 

【国営かんがい排水事業 １,２２９(１,１６２)億円＋復興特会２２７(１７２)億円】

   【戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業 ３３０(３２６)億円＋復興特会６(６)億円(再掲)】

                      【農業水利施設保全合理化事業 １５億円(皆増)】

農村地域の防災・減災対策の強化 

○集中豪雨や長雨等に備えた排水機場・排水路等の整備や基幹水利施設・ため池等の
長寿命化・耐震化を、集落協働の警戒・見回り活動等の減災対策と組合わせて推進

【国営かんがい排水事業 １,２２９(１,１６２)億円＋復興特会２２７(１７２)億円(再掲)】

             【国営総合農地防災事業 ２０３億円(１６７)＋復興特会３０(１５)億円】

   【戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業 ３３０(３２６)億円＋復興特会６(６)億円(再掲)】

         【震災対策農業水利施設整備事業 ３１(２４)億円＋復興特会４６(４)億円】

農村の協働力や地域資源の活用 

○農地周りの水路等の長寿命化のための補修・更新や、地域環境の保全等の高度な取
組を行う集落を支援 

農地・水保全管理支払交付金 ２８９(２４７)億円(うち向上活動支援交付金 ９６(６２)億円)
                       ＋(復興特会)復旧活動支援交付金 ７(６)億円 
 
○農業水利施設の更新・整備に併せた小水力発電施設の整備や用排水施設の省エネ化

のエネルギー効率の最大化を推進するとともに、発電適地調査、発電施設の調査設
計・導入等の取組を支援 

       【小水力等再生可能エネルギー導入推進事業 ５３(７)億円＋復興特会２(６)億円】
【国営かんがい排水事業 １,２２９(１,１６２)億円＋復興特会２２７(１７２)億円(再掲)等】

検討課題 対応方向 

農業農村整備対策 
～｢農地｣と｢水｣を最大限に活用した農業の体質強化と農村地域の活性化～ 

構築し、都市と農村のニーズのマッチングや専門家等の派遣、情報の発信等の取組を支援
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補助率：定額   事業実施主体：民間団体、ＮＰＯ等 

〇 農村地域力発揮整備対策 

｢食｣を活かした手づくり活動や暮らしの再生活動及び｢農｣を活用した町づくり活動に必要な拠点

施設等の補修等を支援 

補助率：1／2 等(１地区当たり上限 2,000 万円) 事業実施主体：地域協議会、ＮＰＯ、市町等 
 

【農業水利施設保全合理化事業】                     【１,５００ 百万円】 

   農業経営の規模拡大に当たっては、営農体系の変化に即応した水利用の見直しが必要となり、既存

の水源の範囲内で水利用を再編する必要がある。このため、老朽化した水利施設の更新等に当たって、

水利用・水管理の効率化、省力化を図る水路のパイプライン化等合理化整備を緊急的に実施し、中心

経営体への農地集積の加速化の推進を目的とする。 

  〇 農業水利施設等整備事業 

   水路のパイプライン化やゲートの自動化、調整池の設置等、水利施設の合理化等を支援 

  〇 水利用再編促進事業 

   水利用調整、施設計画の策定等を支援 

     補助率：50％等  事業実施主体：都道府県等 
 
【６次産業化等促進基盤整備事業】                   【１７,５３２ 百万円】 

  農業の 6 次産業化や雇用の増大に向け、野菜・果樹等の高収益作物の導入や雇用の受け皿となる集

落営農の設立等の地域の体制整備、加工、販売等の施設の導入が必要であり、これらの推進に当たっ

て、大区画化・汎用化等の農地の整備や畑地かんがい施設等の農業水利施設の整備を目的とする。 

  〇 地域雇用創出支援型 

   野菜果樹等の高収益作物の導入や地域の雇用の受け皿となる集落営農組織の設立・法人化により

6 次産業化に取り組むための基盤整備 

  〇 地域活性化用地創出型 

   基盤整備と併せて、集出荷、加工、販売等の農業用施設や集会所、教育・福祉施設、集落道等の

地域活性化施設の用地を創出 

補助率：50％等  事業実施主体：都道府県 
 

＊ 拡充された事業制度 

【中山間地域等直接支払交付金】 

人・農地プランの作成等を契機として、本制度の実施集落が、未実施集落等と連携して当該地域の

活性化を担う人材の確保等に向けた取組を行う場合に交付金を加算 
 

【小水力等再生可能エネルギー導入推進事業】 

〇 県別マスタープランへの支援 【４５０ 百万円】 

ポテンシャルの高い地点の小水力等発電施設の計画的整備を促進するため、都道府県単位で作成す

る基本整備計画(マスタープラン)の作成等を支援 

補助率：定額   事業実施主体：都道府県 

〇 小水力等発電施設整備への支援 【４,２８０ 百万円】 

小水力等発電施設のハード整備に対する支援 

補助率：1／2 以内等   事業実施主体：地方公共団体、民間団体等 
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挨拶する浦山中央換地センター所長 

 

 
9 月 6 日、7 日の両日、高松市中野町のルポール  

讃岐において、平成 24 年度換地関係異議紛争処理対

策検討会（中国四国ブロック）が開催された。 

会には、農林水産省農村振興局土地改良企画課 

前田仁企画官、桑津正輝交換分合係長をはじめ、  

中国四国農政局土地改良管理課、管内の各県及び水

土里ネットの換地担当者等 39 名が出席した。 

本検討会は、換地技術者が換地の異議紛争に関す

る研鑽を積み、早期解決及び未然防止を図り、日頃

の換地業務を円滑に推進することを目的として、全

国水土里ネットの主催により、昨年度より開催している。 

開会に当たり、主催者である浦山正四中央換地センター所長より挨拶があり、検討会開催の経緯と主

旨について説明があった。 

引き続き、前田企画官より「換地を取り巻く状況について」と題して、行政事業レビュ－（公開プロ

セス）、平成 25 年度税制改正要望、農用地等集団化事業の実施状況などについて説明を受けた。 

検討会は、田村栄二全国水土里ネット参与の司会により進められ、5 県より事例発表があり、それに

対しての法的根拠や過去の処理事例を交えて熱の入った議論が交わされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24年度換地関係異議紛争処理対策検討会(中国四国ブロック)開

事例１ 図上求積による従前地面積を不服とする異

議申立及び他人の一時利用地指定地に対す

る不動産占有妨害への対応について 
水土里ネット島根 水土里推進グループ 

農地集積担当リーダー 坂本日出雄 
事例２ 換地処分無効等確認の訴えについて 

岡山県 耕地課土地改良指導班 
 主幹 天野哲也 

事例３ 換地計画決定の取消を求める処理事例 
水土里ネット山口 事業部用地換地課 
 主査 松尾 徹 

事例４ 土地改良法による換地処分登記の更正 
水土里ネット愛媛 総務部管理換地課 
 課長 丹生谷亮 

事例５ 土地改良管理者の事業参加同意署名により

事業施行を行い、その後登記名義人から異議

申立が行われた事例 
水土里ネット高知 事業課 
 換地係長 山口寿喜 

検討会風景

基調講演する農林水産省前田企画官 
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名 称 内場ダム 

河 川 名 香東川支流内場川 

貯 水 量 7,400,000ｍ3 

流 域 面 積 28 kｍ2 

形 式 重力式コンクリートダム 

堤高・堤長 堤高 50ｍ 堤長 164ｍ 

完 成 年 度 昭和 28 年 3 月 

 
 
 
 香川県内場池土地改良区は、昭和 7 年の内場池の

築造を目的とする香川郡内場池築造期成同盟会の 

結成がはじまりである。その後、県営香東川沿岸用

水改良事業の促進のため、昭和 12 年 7 月 19 日、耕

地整理法に基づき香川郡内場池耕地整理組合を設立

し、昭和 24 年の土地改良法の制定を受けて昭和  

26 年 2 月 12 日に土地改良区が設立された。 

 当土地改良区は、本県中央部を貫流する香東川の

両岸に位置する高松市並びに綾川町に亘る農地

2,655ha を受益地とし、県営香東川沿岸用水改良事

業(昭和 13 年度～44 年度)により築造された内場ダ

ムを水源に、頭首工 4 ヶ所、幹線水路 13 路線 62 ㎞

の水利施設の維持管理や配水管理を行う県下有数の

規模を誇る土地改良区である。 

 現在、幹線水路は、造成後、約半世紀の経過に伴

い老朽化が進行したことから、平成 20 年度より平成

28 年度の完了を目指して県営基幹水利施設ストッ

クマネジメント事業により幹線水路 17.3 ㎞及び 

頭首工の補修(長寿命化対策)を実施している。 

 また、近年の厳しい農業情勢の中、三笠理事長を

はじめ役職員一丸となり、施設の整備や円滑な配水

管理等に取り組み、地域農業の振興に努めている。 

【内場ダム】 

 内場ダムは、水没戸数 87 戸の立退者の協力を得て

昭和 16 年に県営香東川沿岸用水改良事業に着手し

たが、第二次大戦により昭和 18 年に中断した。その

後、関係省へダム工事の復活の陳情を行った結果、

昭和 24 年より工事を再開し、昭和 28 年 3 月に完成

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

香川県内場池土地改良区（高松市）

 土地改良区の概要 
所  在  地 高松市香川町川東下 494 

設立年月日等 
昭和 26 年 2 月 12 日 
香川県第 16 号 

関 係 市 町 高松市、綾川町 

管内農地面積 2,655ｈａ 

組 合 員 数 7,854 人（総代 81 名） 

役 職 員 数 理事 18 名、監事 3 名、職員 6 名

洪水調節による放流状況 

三笠理事長（前列中央）と職員 
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平成２４年度（平成２５年４月採用） 

香川県土地改良事業団体連合会 職員採用試験案内 
 

【職種及び採用人数】 

   技術職（農業土木） 若干名 

【受験資格】 

   昭和５８年４月２日から平成７年４月１日までに生まれた者で、学歴は問いません。 

【日  程】 

   申込期間：平成２４年９月１８日（火）～１０月２６日（金） 

   試 験 日：平成２４年１１月２５日（日） 

   試験場所：高松市番町２丁目４番２７－５０１号 香川用水記念会館５階 

【試験案内及び試験申込書の請求方法】 

    平成２４年９月１８日（火）から下記において試験案内を配布します。郵送を希望する場

合は、返信用封筒（角形２号封筒に１２０円切手を貼って、あて先を明記したもの）を必ず

同封し、下記あてに請求して下さい。 

   〒760－0017  

高松市番町２丁目４番２７－３０１号 

     香川県土地改良事業団体連合会 総務課 

～秋風に吹かれて巡る水の里！～ 

日  時 ： 平成２４年１１月１８日（日） 午前９時～１２時 

      受付 ８時３０分～９時  小雨決行 

集合場所 ： 萩原寺駐車場（観音寺市大野原町） 

コ ー ス ： 萩原寺駐車場～井関池～姥ヶ懐池～板橋池分水工～萩原寺駐車場 約８km 

申込方法 ： 申込書に記入のうえ、香川用水土地改良区へ 

       〒760－0017 高松市番町２丁目４番２７号 

       ＦＡＸ：０８７－８２３－８３６９ 

※１１月１２日（月）必着 先着２００名（超えた方のみ連絡します） 

問い合わせ先 ： 香川用水土地改良区 総務課 金澤・秋山 
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会 と 催 し

開催月日 会  の  名  称 開催場所 

8 月 15 日 第 4 回さぬき市土地改良区統合整備検討会 さぬき市 

   16 日 綾川町地域農業再生協議会水田・担い手部会 綾 川 町 

   17 日 第 75 回香川用水記念会館管理委員会幹事会 高 松 市 

〃 平成 24 年度第 5 回観音寺市地域担い手育成総合支援協議会幹事会 観音寺市 

   20 日 三豊市担い手育成総合支援協議会幹事会 三 豊 市 

〃 香川県農林年金連絡協議会構成団体会議 高 松 市 

   21 日 高松市土地改良区連合会平成 24 年度理事長会 高 松 市 

〃 香川県農林年金事務担当者研修会 高 松 市 

   22 日 香川県農業会議常任会議員会議 高 松 市 

〃 中部地区土地改良協議会平成 24 年度第 1 回役員会 高 松 市 

   23 日 
農業集落排水施設に係る新技術普及研究会「平成 24 年度中国四国ブロッ
ク会議・研修会」 

高 知 県 

   27 日 大川地区土地改良協議会平成 24 年度第 1 回役員会 さぬき市 

   28 日 平成 24 年度三豊地区土地改良研修会並びに土地改良相談 観音寺市 

   31 日 新規就農者等に係る人・農地プラン検討会 綾 川 町 
  9 月 6 日 
  ～7 日 平成 24 年度換地関係異議紛争処理対策検討会（中国四国ブロック） 高 松 市 

    6 日 平池土地改良区研修会 高 松 市 

    8 日 矢延平六追悼法要（香川町浅野土地改良区） 高 松 市 

    9 日 矢延平六神事例祭（香川町浅野土地改良区） 高 松 市 

 １．題材 

    農業用水路などを含めた農村の風景や施設とともに生きる人々、生活の様子、疏水を活用した地域づ

くりなど、自由。 

    ※農業用水として水田かんがいや畑地かんがいに使用されている農業水利施設。農業水利施設とは、

頭首工、水路、パイプラインによるスプリンクラーかんがい、貯水池（ため池は除く）などの施設

をいう。 

 ２．応募方法 

   1）平成 23 年度以降に撮影したもので未発表（他のコンテストに応募していないもの）とする。四つ切

り又は四つ切りワイドサイズのプリント（返却希望の場合は、送料相当分の切手を同封して下さい。

ただし、入賞作品は返却できませんのでご了承下さい） 

   2）画題、住所、氏名、年齢、職業、電話番号、撮影日、撮影場所住所、疏水名及び施設の名称、作品や

疏水に対する思い等を応募票に記入して下さい。 

 ３．送付先 

〒102－0093 東京都千代田区平河町 2 丁目 7 番 4 号 砂防会館別館 4 階 

全国水土里ネット（全国土地改良事業団体連合会） 

   「疏水のある風景」写真コンテスト係 
 

問い合わせ先：水土里ネット香川 企画指導課 TEL 087－822－0303 

「疏水のある風景」写真コンテスト 2012 作品募集


